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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) 1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。           

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

前第2四半期 
連結累計期間

第13期
当第2四半期 
連結累計期間

第12期
前第2四半期 
連結会計期間

第13期 
当第2四半期 
連結会計期間

第12期

会計期間

自 平成21年
   4月1日 

至 平成21年 
   9月30日

自 平成22年
  4月1日 
至 平成22年 
  9月30日

自 平成21年
  7月1日 
至 平成21年 
  9月30日

自 平成22年 
  7月1日 
至 平成22年 
  9月30日

自 平成21年
  4月1日 
至 平成22年 
  3月31日

売上高 (百万円) 18,305 16,651 9,577 8,918 36,650 

経常利益 (百万円) 2,401 1,944 1,348 1,185 4,400 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,416 1,125 784 727 2,562 

純資産額 (百万円) ― ― 18,606 20,282 19,658 

総資産額 (百万円) ― ― 23,643 25,091 25,146 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,743.10 1,903.38 1,844.82 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 132.96 105.60 73.60 68.25 240.51 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 78.6 80.8 78.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,485 1,467 ― ― 4,482 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △985 △1,282 ― ― △2,828

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △481 △405 ― ― △862

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 4,986 4,538 4,759 

従業員数 (人) ― ― 619 647 612 
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当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社2社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年9月30日現在 

 
(注) 1. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。  

2．臨時従業員数は、〔 〕内に当第2四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

3．臨時従業員には、派遣社員を含み、嘱託契約の従業員は除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年9月30日現在 

 
(注) 1．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

2．臨時従業員数は、〔 〕内に当第2四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

3．臨時従業員には、派遣社員を含み、嘱託契約の従業員は除いております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(人)
647 

〔290〕

従業員数(人)
587 

〔278〕
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第2四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2．システム機器・通信機器関連の生産実績につきましては、「情報関連工事」のみ記載しておりま

す。 

  

(2) 受注状況 

当第2四半期連結会計期間における受注高及び受注残高の状況は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2．システム機器・通信機器関連の受注高及び受注残高につきましては、「情報関連工事」のみ記載し

ております。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

 
金額

（百万円）  
前年同四半期比 

（％）

システムサービス 5,552 △4.4

システムソリューション 1,588 △13.8

システム機器・通信機器関連 34 △33.0

合    計 7,175 △6.9

  

受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

 

  
前年同四半期比 

（％）

前年同四半期比 

（％）

システムサービス 5,554 △4.5 798 △7.8

システムソリューション 1,356 △19.9 2,056 △3.0

システム機器・通信機器関連 34 △33.0 9 1,064.7 

合    計 6,945 △8.1 2,864 △4.1
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(3) 販売実績 

当第2四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

 
(注) 1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
  

当第2四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

  

 当第2四半期連結会計期間において、新たに決定、締結、変更または解約した経営上の重要な契約等

はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

  
(1) 業績の状況 

  

当第2四半期連結会計期間（平成22年7月1日～平成22年9月30日）におけるわが国経済は、新興国経済

の成長にともなう輸出や生産の伸長、猛暑による特需やエコカー補助金終了前の駆け込み需要などによ

り、緩やかな回復基調のもとで推移いたしました。一方、長引く円高がもたらす輸出競争力の低下、米

国・中国の景気の先行き懸念、国内における景気対策効果の一巡などから、持続した回復に向けては不

透明感が増しております。 

 情報サービス産業では、企業の設備投資に下げ止まりの傾向が見え始めたものの、依然としてIT投資

抑制傾向は続いていることから、厳しい状況のまま推移いたしました。 

 
金額

（百万円） 前年同四半期比 
（％）

システムサービス 5,552 △4.4

システムソリューション 1,683 △27.6

システム機器・通信機器関連 1,683 16.7 

合    計 8,918 △6.9

相手先

前第2四半期連結会計期間 当第2四半期連結会計期間

金額
(百万円)

総販売実績に
対する割合 

(％)

金額
(百万円)

総販売実績に
対する割合 

(％)

パナソニック電工 
株式会社 5,641 58.9 4,551 51.0 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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このような事業環境において当社グループは、2010年度を初年度とする中期経営計画を策定し、あわ

せて2012年経営ビジョン「Move to Delight―“満足”を超え、感動をめざして―」を掲げました。 

 当社グループは、この中期経営計画のもと「パナソニック電工グループ外への売上比率35％の達成に

向けた展開の強化」「重点顧客とのパートナーシップ強化」「新事業・新技術育成投資と連結売上高営

業利益率12％台維持の両立に向けた経営体質強化」の3テーマに取り組んでおります。 

  

①当第2四半期連結会計期間における当社グループの経営成績 

 
  

当第2四半期連結会計期間におきましては、サービス提供価格の下落など厳しい事業環境を念頭に

おきつつも、中期経営計画達成に向けた基盤整備として営業力強化ならびに開発体制の充実に取り組

みました。具体的には、6月に移転・拡張した首都圏拠点を中心に、営業・開発体制を充実いたしま

した。また、お客さまの「最良・最適」を実現する商品・サービス・ソリューションの提供に努めま

した。 

 しかしながら、当第2四半期連結会計期間の売上高は、89億1千8百万円（前年同四半期比6.9%減）

と、期初の計画通りではあるものの前年同四半期を下回りました。 

 利益につきましても、継続したコストの削減に加え、投資有価証券の売却にともなう特別利益を計

上いたしましたが、減販による影響や首都圏拠点の移転にともなう特別損失の計上などから、前年同

四半期を下回る結果となりました。 

  
②当第2四半期連結会計期間における取り扱い品目別の状況 

   取り扱い品目別売上高及び売上高総利益率 

 
  

 

前第2四半期
連結会計期間 
（百万円）

当第2四半期
連結会計期間 
（百万円）

比較増減 
（％）

売  上  高 9,577 8,918 △6.9 

営  業 利  益  1,332 1,164 △12.6 

経 常 利 益 1,348 1,185 △12.1 

四半期 純利益 784 727 △7.3 

 

前第2四半期
連結会計期間

当第2四半期
連結会計期間 売上高 

比較増減
（％）

売上高
総利益率ポ
イント差異売上高

（百万円）

売上高
総利益率 
（％）

売上高
（百万円）

売上高 
総利益率 
（％）

a.システムサービス 5,809 24.4 5,552 21.5 △4.4 △2.9

b.システムソリューション 2,325 14.0 1,683 21.7 △27.6 7.7 

c.システム機器・通信機器関連 1,442 20.5 1,683 15.7 16.7 △4.8

合    計 9,577 21.3 8,918 20.4 △6.9 △0.9
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a.システムサービス 

売上高は55億5千2百万円（前年同四半期比4.4％減）、売上高総利益率は21.5％（前年同四半期

は24.4％）となりました。 

 厳しい経済環境のなか、サービス提供価格の下落が続いた結果、売上高・売上高総利益率ともに

前年同四半期を下回る結果となりました。 

  
b.システムソリューション 

売上高は16億8千3百万円（前年同四半期比27.6％減）、売上高総利益率は21.7％（前年同四半期

は14.0％）となりました。 

システム構築案件では、大手住宅メーカーの基盤システム、大手通信会社のWebシステム、大手製

造業のERPシステムなどを受注いたしました。また、自社開発ソフト・パッケージでは、ワークフ

ローパッケージなどが売上に寄与いたしました。 

 しかしながら、パナソニック電工向けシステム構築の大型案件が昨年度第2四半期で完了してお

り、その影響もあって減収となりました。 

 売上高総利益率につきましては、徹底したコストの抑制に努め、前年同四半期を上回る結果とな

りました。 

  
c.システム機器・通信機器関連 

売上高は16億8千3百万円（前年同四半期比16.7％増）、売上高総利益率は15.7％（前年同四半期

は20.5％）となりました。 

 サーバなどのシステム機器販売、データ連携ミドルウエアなどの市販ソフト販売が好調に推移い

たしました。 

 売上高総利益率につきましては、事業の選択と集中を進めるとともに、高付加価値商品の販売に

特化した結果、前年同四半期は下回ったものの高水準を維持いたしました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第2四半期連結会計期間末の資産は前連結会計年度末に比べ5千4百万円減少し（前期末比0.2％

減）、250億9千1百万円となりました。これは主に、流動資産で受取手形及び売掛金が12億4千6百万円

減少したこと、工事未収入金が3億3千8百万円増加したこと、預け金が4億3千万円増加したこと、その

他が前払費用等で3億6千9百万円増加したこと、投資その他の資産で投資有価証券が3億3千9百万円減少

したこと、前払年金費用が1億3千8百万円増加したこと、その他が長期前払費用等で2億4千万円増加し

たことによるものであります。 

 負債は前連結会計年度末に比べ6億7千8百万円減少し（前期末比12.4％減）、48億9百万円となりまし

た。これは主に、流動負債で支払手形及び買掛金が3億7千6百万円減少したこと、未払法人税等が1億2

千5百万円減少したこと、未払金が3億3千5百万円減少したことによるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末に比べ6億2千3百万円増加し（前期末比3.2％増）、202億8千2百万円とな

りました。これは主に、利益剰余金が7億7千8百万円増加したこと、その他有価証券評価差額金が1億5

千4百万円減少したことによるものであります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第2四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は45億3千8百万円となり、前第2四半期連

結会計期間末に比べ4億4千7百万円減少いたしました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

2億2千6百万円の収入（前年同四半期比3億9千8百万円減）となりました。 

 主な要因は、税金等調整前四半期純利益12億3千7百万円、減価償却費3億6千3百万円、売上債権

の増加11億7千3百万円、その他流動負債の増加1億7千5百万円であります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

6億7千1百万円の支出（前年同四半期比4億7千4百万円増）となりました。 

 主な要因は、グループ預け金への預け入れ5億円、有形固定資産の取得による支出1億5千8百万

円、ソフトウエアの取得による支出1億1千4百万円、投資有価証券の売却による収入1億1千2百万

円、旧東京オフィス敷金返還による収入1億2千9百万円であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

5千8百万円の支出（前年同四半期比1百万円減）となりました。 

 主な要因は、ファイナンス・リース債務の返済2千9百万円、配当金の支払2千8百万円でありま

す。 

④フリーキャッシュ・フロー 

上記営業活動及び投資活動の結果、4億4千5百万円の支出となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第2四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  
(5) 研究開発活動 

当第2四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は40百万円であります。なお、当第2四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況について重要な変更はありません。 

  

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因と今後の見通し 

長引く円高がもたらす輸出競争力の低下、世界経済の減速や国内の政策効果の息切れなどから景気の

先行きは不透明感を増しております。また、パナソニック株式会社によるパナソニック電工株式会社な

らびに三洋電機株式会社の完全子会社化が実施されます。これらの状況が当社グループの今後の業績に

与える影響について、現時点において予測することは困難であります。 

  
(7) 資本の財源及び資金の流動性について 

当社グループの資金需要は、ソフトウエアの開発やハードウエアの取得を中心とする設備投資並びに

短期運転資金などであり、自己資金にてまかなっております。当第2四半期連結会計期間末の現金及び

預金残高は3億2千6百万円であります。また、当社グループはパナソニック電工ファイナンス株式会社

との間でキャッシュマネジメントシステム（CMS）利用契約を締結しており、当第2四半期連結会計期間

末のCMSを利用した同社への預け金残高は、123億1千2百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第2四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第2四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類
第2四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年9月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月5日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,656,000 10,656,000 
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。 

計 10,656,000 10,656,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年7月 1日～ 
平成22年9月30日 

─ 10,656 ─ 1,040 ─ 870 
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(6) 【大株主の状況】 

平成22年9月30日現在 

 
(注) 上記の大株主のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成22年9月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数 

の割合(％)

パナソニック電工株式会社 大阪府門真市大字門真1048番地 6,787 63.69 

BBH  FOR  FIDELITY  LOW-PRICED 
STOCK FUND 
（常任代理人 株式会社三菱東京
UFJ銀行） 

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109 U.S.A. 
（東京都千代田区丸の内2丁目7番1号） 350 3.28 

パナソニック電工IS自社株投資会 大阪市北区茶屋町19番19号 244 2.28 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8番11号 123 1.15 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2丁目11番3号 96 0.90 

富士通株式会社 川崎市中原区上小田中4丁目1番1号 36 0.33 

日本アイ・ビー・エム株式会社 東京都中央区日本橋箱崎町19番21号 36 0.33 

沖電気工業株式会社 東京都港区西新橋3丁目16番11号 36 0.33 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2丁目2番2号 35 0.33 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口1） 

東京都中央区晴海1丁目8番11号 33 0.31 

計 ― 7,778 72.93 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 157千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 96千株

野村信託銀行株式会社 35千株

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等)  ─ ― ─

議決権制限株式(その他)  ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

 
100 

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,655,000 106,550 ─

単元未満株式 普通株式 900 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  10,656,000 ― ―

総株主の議決権  ― 106,550 ―
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② 【自己株式等】 

平成22年9月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

 なお、当社では執行役員制度を導入しておりますが、前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半

期報告書提出日までの執行役員の異動は、次のとおりであります。 

  役職の異動 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
パナソニック電工インフォ
メーションシステムズ株式
会社 

大阪市北区茶屋町19番19号 100 ─ 100 0.0

計 ― 100 ─ 100 0.0

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 

4月
 

5月
 

6月
 

7月
 

8月
 

9月

最高(円) 2,531 2,376 2,215 2,433 2,271 2,090 

最低(円) 2,358 1,956 1,996 1,992 2,002 2,003 

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

執行役員 
（技術開発・新事業担当）

執行役員
（技術開発・新事業担当、 
海外事業推進副担当、 

（兼）IT海外事業支援室長）

田中 啓介 平成22年11月1日
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年9月30日まで）及び前第2四半期連結累

計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第2四半期連結会計期間（平成22年7月1日から平成22年9月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（平

成22年4月1日から平成22年9月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日

から平成21年9月30日まで）及び前第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表並びに当第2四半期連結会計期間（平成22年7月1日から平成22年9月30日まで）

及び当第2四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 326 388

受取手形及び売掛金 4,665 5,912

工事未収入金 882 543

たな卸資産 ※1  195 ※1  143

繰延税金資産 236 264

預け金 12,315 11,884

その他 656 286

貸倒引当金 － △1

流動資産合計 19,279 19,423

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 728 736

工具、器具及び備品（純額） 1,913 1,722

リース資産（純額） 329 154

建設仮勘定 167 565

有形固定資産合計 ※2  3,138 ※2  3,177

無形固定資産   

ソフトウエア 486 421

リース資産 98 119

その他 362 311

無形固定資産合計 948 852

投資その他の資産   

投資有価証券 451 790

繰延税金資産 37 43

前払年金費用 743 605

その他 520 279

貸倒引当金 △27 △27

投資その他の資産合計 1,725 1,692

固定資産合計 5,812 5,722

資産合計 25,091 25,146
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,847 2,223

未払法人税等 665 791

未払金 984 1,320

未払費用 378 340

未払消費税等 37 117

預り金 1 3

賞与引当金 215 196

役員賞与引当金 3 10

その他 255 193

流動負債合計 4,389 5,196

固定負債   

長期預り金 46 47

繰延税金負債 76 67

その他 296 176

固定負債合計 420 291

負債合計 4,809 5,488

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,040 1,040

資本剰余金 870 870

利益剰余金 18,246 17,467

自己株式 △0 △0

株主資本合計 20,157 19,378

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 125 279

評価・換算差額等合計 125 279

純資産合計 20,282 19,658

負債純資産合計 25,091 25,146
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 18,305 16,651

システムサービス売上高 11,773 11,172

システムソリューション売上高 3,724 2,709

システム機器・通信機器関連売上高 2,807 2,769

売上原価 14,443 13,329

システムサービス売上原価 9,096 8,949

システムソリューション売上原価 3,074 2,100

システム機器・通信機器関連売上原価 2,272 2,279

売上総利益 3,861 3,322

販売費及び一般管理費 ※  1,477 ※  1,415

営業利益 2,383 1,906

営業外収益   

受取利息 41 35

受取配当金 3 5

その他 2 5

営業外収益合計 47 46

営業外費用   

支払利息 4 5

その他 24 2

営業外費用合計 29 8

経常利益 2,401 1,944

特別利益   

固定資産売却益 － 3

投資有価証券売却益 － 71

特別利益合計 － 75

特別損失   

投資有価証券売却損 － 2

東京オフィス移転費用 － 80

特別損失合計 － 83

税金等調整前四半期純利益 2,401 1,936

法人税、住民税及び事業税 892 662

法人税等調整額 91 149

法人税等合計 983 811

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,125

少数株主利益 1 －

四半期純利益 1,416 1,125
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 9,577 8,918

システムサービス売上高 5,809 5,552

システムソリューション売上高 2,325 1,683

システム機器・通信機器関連売上高 1,442 1,683

売上原価 7,537 7,097

システムサービス売上原価 4,389 4,360

システムソリューション売上原価 2,000 1,317

システム機器・通信機器関連売上原価 1,147 1,419

売上総利益 2,039 1,820

販売費及び一般管理費 ※  707 ※  656

営業利益 1,332 1,164

営業外収益   

受取利息 20 17

その他 1 6

営業外収益合計 21 23

営業外費用   

支払利息 2 2

その他 2 0

営業外費用合計 5 2

経常利益 1,348 1,185

特別利益   

投資有価証券売却益 － 71

特別利益合計 － 71

特別損失   

東京オフィス移転費用 － 19

特別損失合計 － 19

税金等調整前四半期純利益 1,348 1,237

法人税、住民税及び事業税 600 351

法人税等調整額 △36 159

法人税等合計 564 510

少数株主損益調整前四半期純利益 － 727

少数株主利益 0 －

四半期純利益 784 727

― 17 ―



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,401 1,936

減価償却費 602 687

東京オフィス移転費用 － 80

固定資産売却損益（△は益） － △3

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △1

受取利息及び受取配当金 △45 △40

支払利息 4 5

投資有価証券売却損益（△は益） － △69

売上債権の増減額（△は増加） 955 908

たな卸資産の増減額（△は増加） △41 △52

その他の流動資産の増減額（△は増加） △183 △368

前払年金費用の増減額（△は増加） △120 △138

仕入債務の増減額（△は減少） △120 △376

その他の流動負債の増減額（△は減少） △181 △235

その他の固定負債の増減額（△は減少） △4 △11

その他 1 △115

小計 3,270 2,206

利息及び配当金の受取額 50 42

利息の支払額 △4 △5

法人税等の支払額 △830 △774

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,485 1,467

投資活動によるキャッシュ・フロー   

預け金の預入による支出 △3,700 △4,200

預け金の払戻による収入 3,700 3,700

有形固定資産の取得による支出 △767 △558

ソフトウエアの取得による支出 △163 △226

投資有価証券の売却による収入 － 148

東京オフィス移転に伴う支出 － △191

旧東京オフィス敷金返還による収入 － 129

その他 △54 △85

投資活動によるキャッシュ・フロー △985 △1,282

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △28 △59

配当金の支払額 △452 △346

財務活動によるキャッシュ・フロー △481 △405

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,018 △220

現金及び現金同等物の期首残高 3,967 4,759

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,986 ※  4,538
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【継続企業の前提に関する事項】 

 当第2四半期連結会計期間(自 平成22年7月1日 至 平成22年9月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

 

当第2四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日 

  至 平成22年9月30日)

会計処理の基準に関する事項

の変更 

(資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。

これによる損益への影響はありません。 

(重要な減価償却資産の減価償却の方法及び残存価額の見積りの変更） 

 当社グループは、従来、建物以外の有形固定資産のうち、工具、器具及び備品

については定率法で行っておりましたが、第1四半期連結会計期間から定額法を

用いることに変更いたしました。 

 これは、当社グループにおける有形固定資産の使用実態を調査した結果、定額

法を採用した方が使用実態とより整合した費用配分を行えるものと判断したため

であります。 

 また、減価償却後の有形固定資産について除去時点の価値を検討した結果、除

却時の附帯費用等を勘案すると売却から得られるキャッシュ・フローは僅少であ

り、残存価額を、従来の取得価額の5％に変えて備忘価額の1円とすることが、よ

り経営の実態を表していると判断し、変更することといたしました。 

 この減価償却の方法の変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当第2四

半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ168百万円増加しました。また、残存価額の見積りの変更による損益への影

響はありません。 

 

当第2四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日 至 平成22年9月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用により、当第2四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第2四半期連結会計期間
(自 平成22年7月1日 至 平成22年9月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用により、当第2四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

当第2四半期連結会計期間末 
(平成22年9月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年3月31日)

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。 

 

商品及び製品 85百万円 

仕掛品 107百万円 

貯蔵品 2百万円 

 

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。 

     

商品及び製品 68百万円 

仕掛品 67百万円 

貯蔵品 6百万円 

 
 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 2,932百万円 

 

 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 2,444百万円 

(自 平成21年4月1日 
至 平成21年9月30日) 

前第2四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日 
至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当 413百万円 

賞与引当金繰入額 136百万円 

社外要員費 133百万円 

退職給付費用 31百万円 

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当 516百万円 

賞与引当金繰入額 55百万円 

退職給付費用 30百万円 

 

(自 平成21年7月1日 
至 平成21年9月30日) 

前第2四半期連結会計期間
(自 平成22年7月1日 
至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結会計期間

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当 201百万円 

賞与引当金繰入額 58百万円 

社外要員費 59百万円 

退職給付費用 15百万円 

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当 237百万円 

賞与引当金繰入額 32百万円 

退職給付費用 15百万円 

 

(自 平成21年4月1日 
至 平成21年9月30日) 

前第2四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日 
至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 990百万円 

預入期間が３か月以内の預け金 4,035百万円 

預入期間が３か月超の定期預金 △40百万円 

現金及び現金同等物 4,986百万円 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 （平成22年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 326百万円 

預入期間が３か月以内の預け金 4,312百万円 

預入期間が３か月超の定期預金 △100百万円 

現金及び現金同等物 4,538百万円 
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(株主資本等関係) 

当第2四半期連結会計期間末（平成22年9月30日）及び当第2四半期連結累計期間(自 平成22年4月1日 至

平成22年9月30日) 

  

１ 発行済株式の種類及び総数 

 
  
  
２ 自己株式の種類及び株式数 

 
  
  
３ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

 
  

   (2) 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 
  

株式の種類 株式の総数（株）

普通株式 10,656,000 

株式の種類 株式数（株）

普通株式 195 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年5月20日 
取締役会 

普通株式 346 32.50 平成22年3月31日 平成22年5月31日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月21日 
取締役会 

普通株式 346 32.50 平成22年9月30日 平成22年11月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第2四半期連結会計期間（自 平成21年7月1日 至 平成21年9月30日）及び前第2四半期連結累計期

間(自 平成21年4月1日 至 平成21年9月30日) 

当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  
【所在地別セグメント情報】 

前第2四半期連結会計期間（自 平成21年7月1日 至 平成21年9月30日）及び前第2四半期連結累計期

間(自 平成21年4月1日 至 平成21年9月30日) 

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
【海外売上高】 

前第2四半期連結会計期間（自 平成21年7月1日 至 平成21年9月30日）及び前第2四半期連結累計期

間(自 平成21年4月1日 至 平成21年9月30日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  
【セグメント情報】 

当第2四半期連結累計期間(自 平成22年4月1日 至 平成22年9月30日)及び当第2四半期連結会計期間

（自 平成22年7月1日 至 平成22年9月30日） 

当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。 

したがいまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  
(追加情報) 

第1四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年3月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年3月21日)を適用しております。 
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(１株当たり情報) 

1  １株当たり純資産額 

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
  

2  １株当たり四半期純利益金額 

 
(注) 1．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
  

 
(注) 1．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであります。 

当第2四半期連結会計期間末 
(平成22年9月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年3月31日)

 
１株当たり純資産額 1,903円38銭 

 

１株当たり純資産額 1,844円82銭 
 

項目 

当第2四半期
連結会計期間末

前連結会計年度末

（平成22年9月30日） （平成22年3月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 20,282 19,658 

普通株式に係る純資産額(百万円) 20,282 19,658 

普通株式の発行済株式数(株) 10,656,000 10,656,000 

普通株式の自己株式数(株) 195 127 

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 10,655,805 10,655,873 

(自 平成21年4月1日 
 至 平成21年9月30日) 

前第2四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日 
 至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 132円96銭 １株当たり四半期純利益金額 105円60銭 

項目 (自 平成21年4月1日 
 至 平成21年9月30日) 

前第2四半期連結累計期間
(自 平成22年4月1日 
 至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,416 1,125 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,416 1,125 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 10,655,934 10,655,850 

(自 平成21年7月1日 
 至 平成21年9月30日) 

前第2四半期連結会計期間
(自 平成22年7月1日 
 至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 73円60銭 １株当たり四半期純利益金額 68円25銭 

項目 (自 平成21年7月1日 
 至 平成21年9月30日) 

前第2四半期連結会計期間
(自 平成22年7月1日 
 至 平成22年9月30日) 

当第2四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 784 727 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 784 727 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 10,655,934 10,655,827 
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(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

  

第13期（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）中間配当については、平成22年10月21日開催の

取締役会において、平成22年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議いたしました。 

 
  

２ 【その他】

(1) 配当金の総額 346百万円

(2) １株当たりの金額 32円50銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパナ

ソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会

計年度の第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間

(平成21年4月1日から平成21年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パナソニック電工インフォメーションシス

テムズ株式会社及び連結子会社の平成21年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会

計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 平成21年10月30日

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員  

公認会計士 土  田  秋  雄  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員   

公認会計士 出  田  吉  孝  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
 
パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパナ

ソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会

計年度の第2四半期連結会計期間（平成22年7月1日から平成22年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間

(平成22年4月1日から平成22年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パナソニック電工インフォメーションシス

テムズ株式会社及び連結子会社の平成22年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会

計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、従来、建物以

外の有形固定資産のうち、工具、器具及び備品の減価償却方法について定率法を採用していたが、第1四半

期連結会計期間から定額法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 平成22年11月1日

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員  

公認会計士 小  山  謙  司  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員   

公認会計士 出  田  吉  孝  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年11月5日 

【会社名】 パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社 

【英訳名】 Panasonic Electric Works Information Systems Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  前 川 一 博 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 経理部長  丸 岡 裕 征 

【本店の所在の場所】 大阪市北区茶屋町19番19号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 



当社代表取締役社長前川一博及び当社取締役経理部長丸岡裕征は、当社の第13期第2四半期(自 平成22

年7月1日 至 平成22年9月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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